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第１章 総 則 

（趣旨） 

第１条 この達は、陸上自衛隊における監察の実施に関して必要な事項を定める

ものとする。 

（用語の意義） 

第２条 この達において用いる次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 (1) 部隊等 陸上自衛隊の部隊及び機関（陸上幕僚監部並びに自衛隊情報保全

隊、自衛隊体育学校、自衛隊中央病院、陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地

区病院及び自衛隊地方協力本部を含む。）をいう。 

 (2) 部隊等の長 前号に規定する部隊等の長をいう。 

 (3) 被監察部隊等 監察を受ける部隊等をいう。 

 (4) 陸上幕僚長等 陸上幕僚長、陸上総隊司令官、方面総監、師団長又は旅団



長をいう。 

 (5) 関係部課長 各監察官が所属する陸上幕僚監部、陸上総隊司令部、方面総

監部、師団司令部及び旅団司令部のそれぞれの関係部課室長をいう。 

 (6) 訓令 陸上自衛隊の部隊の一体的運用の円滑な実施に関する訓令（平成３

０年陸上自衛隊訓令第８号） 

（監察の目的） 

第３条 陸上自衛隊における監察は、部隊等の実情を把握することにより隊務の

正常な運営を阻害する諸要因を探究し、もってその改善施策の推進を図ること

を目的とする。 

（監察の実施に対する協力） 

第４条 監察官は、被監察部隊等その他の関係部隊等の長に対し、監察の実施に

必要な説明、書類の提出その他所要の協力を求めることができるものとする。

ただし、被監察部隊等以外の関係部隊等の協力を求める場合においては、陸上

幕僚長又は当該部隊等を指揮する陸上総隊司令官、方面総監、師団長若しくは

旅団長の承認を得るものとする。 

 

第２章 監 察 

（監察対象範囲等） 

第５条 陸上幕僚監部の監察官の監察対象範囲は、すべての部隊等とする。 

２ 陸上総隊司令部の監察官の監察対象範囲は、陸上総隊司令官に隷属する部隊

を基本とする。 

３ 方面総監部の監察官の監察対象範囲は、方面総監に隷属する部隊等を基本と

する。 

４ 師団司令部の監察官の監察対象範囲は、師団長に隷属する部隊を基本とす

る。 

５ 旅団司令部の監察官の監察対象範囲は、旅団長に隷属する部隊を基本とす

る。 

６ 第２項から前項までに掲げるもののほか、陸上総隊司令官、方面総監、師団

長及び旅団長が必要と認めた場合は、配属又は一部指揮する隷属系統にない部

隊（以下「配属部隊等」という。）を、配属部隊等の差し出し部隊長と調整の

上、それぞれ各監察官の監察対象範囲に含めることができるものとする。 

７ 訓令第４条及び第５条の規定を実施するため、陸上総隊司令官が方面隊の全

部又は一部を指揮する場合、陸上総隊司令官は、方面総監に対し、その配属部



隊等を方面総監部の監察官の監察対象に含めるよう指示することができる。 

８ 陸上幕僚監部の監察官が防衛大臣直轄部隊等、陸上総隊司令部及び方面総監

部以外の部隊等を、陸上総隊司令部の監察官が陸上総隊直轄部隊以外の部隊

を、方面総監部の監察官が方面直轄部隊等、師団司令部及び旅団司令部以外の

部隊を監察する必要がある場合は、それぞれ陸上幕僚長、陸上総隊司令官又は

方面総監が特別に指示するものとする。 

（配属部隊等に対する監察への協力支援） 

第６条 陸上総隊司令官、方面総監、師団長又は旅団長が配属部隊等を差し出

し、当該部隊に対して隷属系統による監察を実施する場合は、必要に応じて配

属部隊等の上級部隊（以下「配属上級部隊」という。）である陸上総隊司令官

及び方面総監は陸上幕僚長の指示によりその所属の監察官又は監察官の指名す

る者を、また師団長及び旅団長は方面総監の命によりその所属の監察官又は監

察官の指名する者を、それぞれ協力支援させるものとする。 

２ 第５条第６項に基づき配属上級部隊が配属部隊等に対する監察を実施する場

合は、必要に応じて配属部隊等を差し出した陸上総隊司令官及び方面総監は陸

上幕僚長の指示により、師団長及び旅団長は方面総監の命により、その所属の

監察官を、それぞれ協力支援させるものとする。 

３ 第５条第７項に基づき、方面総監がその配属部隊等に対する監察を実施する

場合、陸上総隊司令官は、配属部隊等を差し出した方面総監に対し、その所属

の監察官を配属上級部隊に差し出すよう指示することができる。 

（駐屯地司令職務に関する監察） 

第７条 駐屯地司令職務に関する監察は、駐屯地司令たる部隊等の長のそれぞれ

の隷属系統上の陸上幕僚長等に属する監察官の監察対象範囲とし、方面総監

部、師団司令部又は旅団司令部所在地の駐屯地司令職務については、方面総監

の定めるところによるものとする。 

（監察基本要綱等） 

第８条 陸上幕僚長は、監察方針、主要監察項目その他必要な事項に関する監察

基本要綱を毎年度定め、年度ごとに通達をもって示すものとする。 

２ 陸上総隊司令官及び方面総監は、前項の監察基本要綱に準拠して陸上総隊監

察要綱又は方面隊監察要綱を定め、年度部隊業務計画に含めて指示するものと

する。 

３ 師団長及び旅団長は、前項の方面隊監察要綱に準拠して師団監察要綱又は旅

団監察要綱を定めるものとする。 



 

（監察計画の作成及び報告） 

第９条 監察官は、前条に規定する監察基本要綱等に基づき、それぞれの監察対

象範囲の部隊等（第５条第６項及び同条第７項の規定により示された部隊等を

除く。）について監察計画を作成し、これについて陸上幕僚長等の承認を求め

るものとする。 

なお、監察官は、第５条第７項の規定に示された部隊等に関する監察計画を

訓令第５条に掲げる計画に含めて作成することができる。 

２ 前項の監察計画の作成に当たっては、監察計画の対象範囲に属する各部隊等

について監察を通常毎年度１回として実施するように計画するものとする。 

３ 監察官は、特に必要があると認めた場合には、第１項に規定する監察計画の

ほか、臨時に監察を行うことができるものとし、この場合における陸上幕僚長

等の承認及び陸上幕僚長又は方面総監への報告については、第１項の規定を準

用するものとする。ただし、この報告は、特に重要な問題点に関し実施する場

合においてその都度、行うものとする。（監定第７号） 

（監察計画の示達） 

第１０条 前条第１項に規定する監察計画は、当該年度において陸上幕僚監部の

監察官にあっては陸上自衛隊の年度業務計画運営規則（陸上自衛隊達第１１―

１号）（以下「業計規則」という。）第４条に規定する年度業務計画業務別計

画細部目標に、陸上総隊司令部及び方面総監部の監察官にあっては業計規則第

21条に規定する年度部隊業務計画業務別計画に、それぞれ含めて示達するもの

とする。また、師団司令部及び旅団司令部の監察官にあっては師団及び旅団の

業務についての計画等を示達する場合には、当該計画等に含めて示達するもの

とする。 

（監察の実施等） 

第１１条 監察は、特別の事情があると認められる場合を除き、被監察部隊等の

通常業務の状態において実施するものとする。 

２ 監察官は、適正な監察の実施のため被監察部隊等に関し常時継続的に資料を

準備するとともに、これについて周密な研究を行うものとする。 

３ 監察の実施に当たっては公正な態度をもって被監察部隊等の関係者と討議

し、これらの者の説明を聴取するとともに、提出書類の検討、隊内視察その他

の方法による調査を行うことにより、当該被監察部隊等の実情を総合的かつ客

観的に確認することに努めるものとする。 



４ 監察は、通常前回の監察時から現在までの隊務に関する各部隊等共通重点項

目に被監察部隊等の特性に応ずる項目を併せて行うものとする。 

５ 第９条第３項に規定する臨時の監察を行う場合は、通常特定の隊務事項に限

定するものとする。 

６ 監察官は、監察の終了に当たり、被監察部隊等の長に対し監察実施の結果に

ついて意見を述べるものとする。 

７ 陸上幕僚長等は、被監察部隊等の規模、被監察業務の性質等に応じ、前各項

に掲げる監察を監察官の指名する者に実施させることができるものとする。 

（監察結果の報告） 

第１２条 監察官は、監察を実施した場合においては、速やかにその結果に関し

必要と認められる事項をそれぞれの関係部課長に通報しその意見を求めるとと

もに、当該監察の結果を監察実施報告書にとりまとめ、その意見を添えて陸上

幕僚長等に報告するものとする。 

（監察実施報告書等に基づく通達） 

第１３条 陸上幕僚長等は、監察実施報告書に基づき、かつ、監察官の意見を考

慮して、改善事項その他必要と認められる事項がある場合は、これを被監察部

隊等その他関係部隊等の長に通達するものとする。 

（関係部課長の通報等） 

第１４条 関係部課長は、前条の規定により通達された改善事項等に関し、でき

るだけ速やかに所要の処置を講じ、これを監察官に通報するものとする。 

２ 被監察部隊等の長は、前条の規定により通達された改善事項等で自ら処置す

べきものについては、できるだけ速やかに所要の処置を講じ、これを監察結果

の通達受領後、３箇月以内に陸上幕僚長等に報告するものとする。（監定第８

号） 

 

第３章 年度監察結果の報告 

（年度報告） 

第１５条 陸上総隊司令官及び方面総監は、毎年度終了後監察等の結果を別紙

「報告書作成要領」に基づき作成し、４月２０日までに陸上幕僚長に報告する

ものとする。（監定第９号） 

 

附 則 

１ この達は、平成２１年１０月１日から施行する。 



２ 監察等に関する達（陸上自衛隊達第１２１－３号）は廃止する。 

附 則（平成２３年３月２８日陸上自衛隊達第１２１－４－１号） 

この達は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１０月１日陸上自衛隊達第１２２－２７５号） 

この達は、平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１３日陸上自衛隊達第１２１－４－２号） 

この達は、平成３０年３月２７日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１８日陸上自衛隊達第１２１－４－３号） 

この達は、平成３１年３月１８日から施行する。 

  附 則（平成３１年４月１９日陸上自衛隊達第１２２－３０２号） 

１ この達は、平成３１年５月１日から施行する。 

２ この達施行の際、現に保有する旧様式の用紙類は所要の修正を行い使用する 

ことができる。 

  



別紙（第１５条関係） 

 

報告書作成要領 

 

第１ 監察実施の状況 

   陸上総隊司令部、方面総監部、師団司令部及び旅団司令部の監察官が当該

年度に行った監察の実施状況を付紙の様式に記載する。 

 

第２ 監察実施結果 

   次の事項に関し、その現状及び問題点について具体的に記述する。 

  (1) 主要監察項目に関する事項 

  (2) 前号以外の事項で監察の結果、陸上幕僚監部において検討を要すると認

められる事項（業計規則第２２条に規定する業務計画要望に関するものを

除く。） 

  



付紙 

 

令和○○年度監察実施状況 

 

実施状況 

 

監察官別 

全監察対象部隊数 監察実施部隊数 実施率 

陸上総隊 

○○方面隊 

○○師団 

○○師団 

○○旅団 

   

合  計    

 

記入要領 

 「全監察対象部隊数」及び「監察実施部隊数」欄には、陸上総隊司令官、方面

総監、師団長又は旅団長に隷属する直近下位の部隊数を記載する。 


